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都心部立地の高経年コーポラティブ住宅群における運営履歴の解明 

―同年代,同規模の特質をもつ「都住創」シリーズの比較を通して― 
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本研究では,一連のシリーズとして同一地域・同年代・同規模で建設されたコーポラティブ住宅群「都住創」における

所有者の変遷と管理運営過程について,土地建物登記簿調査とインタビュー調査を用いて明らかにした。その結果,第一世

代の所有者は経年とともに減少していくものの,その程度が比較的緩慢な住宅と急激な住宅があることがわかった。親密

なコミュニティを形成した第一世代の所有者が減少しても,管理に積極的な次世代の担い手が見つかり,理念の継承ができ

ている住宅が存在する一方,第一世代の所有者の割合が高く,熱心に維持管理をおこなっているものの,高齢化し,次世代へ

の継承が進んでいない住宅の存在も明らかになった。 
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４）維持管理，５）都心居住，６）土地建物登記簿調査  

 

TRANSITION OF OWNERS AND RESIDENTS OF LONG-STANDING 
COOPERATIVE HOUSING COMMUNITIES LOCATED IN THE CITY CENTER              

-Through comparison of the “Tojuso” series dating from the same period and of the same scale- 
 

Ch. Junko Miyano 
Mem. Masaki Araki 

The purpose of our study is to determine the status of Cooperative Housing Communities aged after their establishments. The subject 
of our research is the TOJUSO Series, 20 apartments located in Osaka’s city center. They have small scale, with 7 to 50 dwelling units 

each and their ages are from 17 to 42 years. This paper consists of surveys to the preservation of ownership and interviews with the 
dwelling owners. They revealed that there are instances, the first owners and the second young owners participate in maintenance 

activities together, whereas succession to next generation doesn’t work well in some apartments. 
 

1. 序論 

1.1. 研究の目的 

日本におけるコーポラティブ住宅は,建設後,区分所有

となるため,共同性の維持継承が課題とされてきた。しか

し,執筆者らが居住する住宅（都住創内淡路町）では,完

成・入居後 30 年以上が経過し,当初の建設組合参加者が

1/4 しか残っていない状態であるにもかかわらず,管理

組合員の総会出席率が高く,管理活動への参画意識も高

い。このように住み継ぎが進む中で,建設当初の理念を継

承しつつ,現代ニーズに適合させる運営が行われてきた

ことがわかっている。そこで,一連のシリーズとして同一

地域・同年代・同規模で建設されたコーポラティブ住宅

群「都住創」における運営過程を明らかにすることを本

研究の目的としている。 

 

1.2. 組合所有 

さまざまなマンションの課題を解決する策として,区

分所有に代わる新たな所有形態が模索されてきた。その

旗頭となっているのが「組合所有」である。「組合所有」

では,法人格をもった住宅協同組合が土地建物を「一元的

に所有」し,組合員である居住者は組合から各住戸の居住

権を保証される。区分所有と比較すると,居住権しか持た

ない居住者に対して,所有権を有する組合法人の権利が

強く,私的権限より全体的な決定が優先され,共同性を重

視した決定が行われる側面があるとされる注 1)。日本では

住宅協同組合を定める法律が存在せず,日本におけるコ

ーポラティブ住宅は建設組合を形成し,所有段階では区

分所有となり,組合を解散するものとなっている。しかし,

建設時に培った良好なコミュニティを背景に,高い共同

性を形成する日本のコーポラティブ住宅は,組合所有に

最も近い区分所有とみることができる。 

マンションの持続可能性を考える際,区分所有か組合

所有かに関わらず,重要な点は「居住者組合が主体的にガ

バナンスを執り行う」ということである。当初に高い共
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流や共同性が低下するなど共同体の理念の維持継承が課

題として挙げられてきた注 3) 。 

延藤,乾,福田らによる一連の研究注 4)では,京都市西京

区のユーコートを対象に,建設後 20 年間にわたる運営の

変容過程を追い,良好なコミュニティが維持されている

ことに加え,建設世代から次世代への理念の実現と継承

の様子を示した。ひとつの事例を対象に丹念にその運営

過程を追跡したものである。郊外に位置し,原居住者の子

が新しい居住者になる,居住者が主体的に居住者募集に

取り組むなど,旧知のネットワークのなかで居住者交代

が行われている。ユーザー主導型コーポラティブの金字

塔と評価されるものとなっている。 

また,髙田,小林,丁ら注 5)は,全国の 85 の事例,207 戸か

らのアンケートを元に運営の経年変化と新しい居住者の

意識を分析し,居住者入れ替わりにおいて,共同性の維持

のために取り得る方法が「選別」と「教育」であること

を示している。対象事例の立地や規模などが分散してお

り,建設当初の居住者からの回答が 70%を占め,新旧居住

者の意識差に焦点が当てられている。 

これらに対し,本稿は,同一地域(都心部)に立地し,小

規模,同年代という特色を有する同一設計事務所による

一連のコーポラティブ住宅を対象とする。類似条件下の

事例を比較することにより,その共同性の維持・継承を可

能にする要因を探る基礎資料とするものである。 

同じ都住創シリーズを対象に,永江ら注 6)が自主管理の

持続可能性という観点から研究を行っている。先行研究

と捉え,執筆者とも連携を取りながら,所有者の変遷と合

わせてみることにより緻密かつ繊細な把握を行った。 

 

1.5  調査方法と分析方法 

調査は,土地建物登記簿による調査と所有者等に対す

るインタビュー調査で構成されている。 

土地建物登記簿による調査では,都住創 20 棟 294 区画

に対する土地建物登記簿を確認し,権利部(甲区) 所有権

に関する事項における順位番号および登記の目的,受付

年月日を確認した。分析にあたっては,建設プロジェクト

に参加した所有者を第一世代と表現している。 

次に,株式会社ゼンリン,および吉田地図株式会社の発

行した住宅地図により入居者名を確認した。そして不動

産登記情報と住宅地図情報を元に,所有者と利用者が一

致している(あるいは関連している)かどうかを判断した

注 7)。詳細を表 1-2 に示す。 

所有者等に対するインタビュー調査では,管理をこれ

まで積極的に担ってきた所有者に対して半構造化インタ

ビューを行った。15 住宅については対象者を設計者の一

人である安原秀氏等から推薦を受けた。書面等にて連絡

を行い,回答のあった 10 住宅については,日程調整の上

実施した。第一世代調査実施後,次世代の調査対象者の紹

介を受け,さらに調査を行なった。20住宅中17住宅で,23

回の調査を実施した。また,都住創で子ども時代を過ごし

た元居住者についても調査を行った。期間は 2018 年８

月～2019 年６月である。インタビュー時間は１～2.5 時

間である。インタビューの調査項目を表 1-3 に示す。調

査対象住宅を表 1-4 に示す。 

 

表 1-3 インタビューの調査項目 

表 1-4 インタビュー対象者一覧 

表 1-2 土地建物登記簿による調査の概要 
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同性を形成した居住者組合が経年により,どのような運

営過程を辿ってきたかを明らかにすることは,今後組合

所有の可能性を検討する,あるいは,区分所有のなかでの

課題解決策を探る,どちらの方策を検討する上でも,非常

に有意義な知見となりうる。 

 

1.3. 対象住宅について 

「都住創」は,1977 年から 2002 年にわたり大阪市中央

区谷町界隈の都心部に建設された全 20 棟で構成される

一連のコーポラティブ住宅である。「都市住宅を自分達の

手で創る」ことを目的に発足したユーザーと建築家で構

成されたグループの略称である。ニュータウン建設が進

められ,郊外住宅が羨望される時代背景のなかで,あえて

都市に住むという価値観を打ち出した。13 号都住創スパ

イヤーが竣工した段階で,「一連のコーポラティブ住宅」

として,1987 年度建築学会賞作品賞を受賞している。１

号松屋町住宅以降,年に１〜２棟のペースでプロジェク

トが進行し,都住創事務局がコーディネートを担った。

1981 年には,それまで都住創事務局を中心的に担ってい

た安原中筋建築事務所等が（株）ヘキサへ統合され,No.7

に都住創事務局を構えることとなった。1984 年には,そ

れまで集会所を持つ住宅がなかったこともあり,都住創

シリーズ共用の集会所として No.10 に「都住創センター」

が設けられた。これは,住民有志からの寄付を建設資金に

充てる形でつくられた。「都住創センター定例会」は,2004

年３月まで 82 回にわたり開催された。また,同時に各棟

管理組合を横につなぐ「管理組合連合会」が発足し,年に

１回,各棟の理事が一堂に会し,抱える課題についての情

報交換を行っていた。管理については,No.19 と No.20 を

のぞく,すべて自主管理にて始まっている。 

バブル経済(1986～1991 年)の影響により,地価の高止

まりのため,土地が入手困難となり,また土地を担保とし

た竣工までのつなぎ融資が受けられない状態に陥る。

No.14 以降,隣接する住居系地域でプロジェクトを進め

るが,No.17 を最後に終息宣言を行う。1998 年にそれま

での参加者たちからの後押しを受けて建設プロジェクト

を再開するも,2001 年の No.19 の完成直前に中心メンバ

ーの中筋修が逝去する。その時点で着手していた建設プ

ロジェクト（No.20）を最後に,以降新たな建設プロジェ

クトは実施されていない。 

 

表 1-1 都住創 住宅一覧 

 

 

 
写真 1-1 現在の外観の様子(左 No.04 右 No.08) 

 

1.4. 既往研究 

日本のコーポラティブ住宅に関する研究は,その普及

とともに発展してきた。日本でコーポラティブ方式が開

始されて５年後には,住田ら注 2)は本格的な研究を開始さ

せている。ここでは都住創の設計者である安原も参加し,

諸外国の組合所有との比較,需要層,コーディネーターの

役割と全方位から検討している。実践が進むにつれ,建設

後は一般の区分所有となることから,経年変化により交
図 1-1 住宅位置図(一部) 
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一連のコーポラティブ住宅を対象とする。類似条件下の
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1.5  調査方法と分析方法 

調査は,土地建物登記簿による調査と所有者等に対す

るインタビュー調査で構成されている。 
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に対する土地建物登記簿を確認し,権利部(甲区) 所有権

に関する事項における順位番号および登記の目的,受付

年月日を確認した。分析にあたっては,建設プロジェクト
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注 7)。詳細を表 1-2 に示す。 
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た元居住者についても調査を行った。期間は 2018 年８

月～2019 年６月である。インタビュー時間は１～2.5 時

間である。インタビューの調査項目を表 1-3 に示す。調

査対象住宅を表 1-4 に示す。 

 

表 1-3 インタビューの調査項目 

表 1-4 インタビュー対象者一覧 

表 1-2 土地建物登記簿による調査の概要 
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同性を形成した居住者組合が経年により,どのような運

営過程を辿ってきたかを明らかにすることは,今後組合

所有の可能性を検討する,あるいは,区分所有のなかでの

課題解決策を探る,どちらの方策を検討する上でも,非常

に有意義な知見となりうる。 

 

1.3. 対象住宅について 

「都住創」は,1977 年から 2002 年にわたり大阪市中央

区谷町界隈の都心部に建設された全 20 棟で構成される

一連のコーポラティブ住宅である。「都市住宅を自分達の

手で創る」ことを目的に発足したユーザーと建築家で構

成されたグループの略称である。ニュータウン建設が進
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都市に住むという価値観を打ち出した。13 号都住創スパ
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に都住創事務局を構えることとなった。1984 年には,そ

れまで集会所を持つ住宅がなかったこともあり,都住創

シリーズ共用の集会所として No.10 に「都住創センター」

が設けられた。これは,住民有志からの寄付を建設資金に

充てる形でつくられた。「都住創センター定例会」は,2004

年３月まで 82 回にわたり開催された。また,同時に各棟

管理組合を横につなぐ「管理組合連合会」が発足し,年に

１回,各棟の理事が一堂に会し,抱える課題についての情

報交換を行っていた。管理については,No.19 と No.20 を

のぞく,すべて自主管理にて始まっている。 

バブル経済(1986～1991 年)の影響により,地価の高止

まりのため,土地が入手困難となり,また土地を担保とし

た竣工までのつなぎ融資が受けられない状態に陥る。

No.14 以降,隣接する住居系地域でプロジェクトを進め

るが,No.17 を最後に終息宣言を行う。1998 年にそれま

での参加者たちからの後押しを受けて建設プロジェクト

を再開するも,2001 年の No.19 の完成直前に中心メンバ

ーの中筋修が逝去する。その時点で着手していた建設プ

ロジェクト（No.20）を最後に,以降新たな建設プロジェ

クトは実施されていない。 

 

表 1-1 都住創 住宅一覧 

 

 

 
写真 1-1 現在の外観の様子(左 No.04 右 No.08) 

 

1.4. 既往研究 

日本のコーポラティブ住宅に関する研究は,その普及

とともに発展してきた。日本でコーポラティブ方式が開

始されて５年後には,住田ら注 2)は本格的な研究を開始さ

せている。ここでは都住創の設計者である安原も参加し,

諸外国の組合所有との比較,需要層,コーディネーターの

役割と全方位から検討している。実践が進むにつれ,建設

後は一般の区分所有となることから,経年変化により交
図 1-1 住宅位置図(一部) 
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図 2-2 第一世代の割合の経年変化 

 

2.6 住宅ごとの第一世代の所有者の割合および利用者の

状況 

図 2-3 に各住宅の第一世代の所有者の割合および利用

者の状況を示す。築後 20-25 年を前後して,急激に所有

権移転がすすむ第一世代は減少していくものの,No.10

を除く他の住宅は,所有者利用を中心として住宅および

事業所として利用されていることがわかった。各住宅で

所有権移転がすすむ要因の一つとして,相続後の売却が

見られたほか,No.06,No.08,No.10 では 1991～1993 年の

バブル崩壊を契機とする景気後退の影響も見受けられた。 

 

2.7 インタビューから確認できた所有者変遷の経緯 

表 2-4 にインタビューから確認できた所有者変遷の経

緯を示す。表 2-3 で示したように,複数住戸所有が多い

背景には,建設時には主に口コミを通して,参加者を募っ

たこと,建設後では,同一地域に立地すること,所有者同

士のコミュニティが形成されており,地域で情報が流通

しやすいことが考えられる。 

No.7 で聞かれたように,プロジェクト進行時にいくつ

かの区画の参加者が足りない場合は,ヘキサ関連の会社

等が代理で参加し,のちに参加者が決まれば,その権利を

譲るという過程を経ている。このためヘキサ関連の所有

権が多いことがわかった。 

No.06,No.04 等のコメントでみられるように,バブル経

済の影響は少なくなく,それによりコミュニティが変化

した様子が伺える。 

また,複数所有の理由として,地主によるテナント所有

についても確認できる。また,地主や医師等資金面で融通

がつきやすい所有者も恣意的に選定されていた様子が複

数の住宅で聞かれた。これは,建設時に居住者選定という

人的側面まで設計者が介入してコミュニティ形成が行わ

れた様子がうかがえた。 

表 2-4 建設時の経緯 

 
 

また,表 2-5 では,都住創における子育ての共同実践の

様子を示す。バブル期を迎えるまでの住宅では,子育て世

帯が居住することも多く見受けられ,居住の協同だけで

なく,子育ての協働が行われていた様子がうかがえた。都

住創での実践が,現在も継続する学童保育の起源となっ

ていた。一方,バブル期以降の No.20 では,価格帯が上昇

し,子育て世帯の居住は多くなく,コミュニティの質が変

化している様子も捕らえられた。 

 

表 2-5 都住創と子育ての共同実践 

 
 

郊外居住が羨望された建設当時と異なり,現在では大

阪市中央区谷町界隈は都心居住が最も進む地域となって

いる。インタビューの中でも,都住創で育った子世代が住

居を構える際に,都住創あるいはそれ以外のコーポラテ

ィブ住宅を選択している様子,隣接する住戸を購入し,近

居を行う様子がうかがえた。表 2-6 に示す。 
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2. 所有権移転の変遷 

2.1 所有権移転の概括 

20 棟の各住宅はそれぞれ７～50 区画の住戸を有し,合

計で 294 区画の住戸が存在する。約半数が第一世代の所

有者であり,残りの半数が１～５回の所有権移転を経験

している。平均 0.68 回である。所有者名義数はのべ 488

件である。すべての所有者における平均所有年月は 17 年

７ヶ月である。表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 所有権移転回数ごとの区画数とその割合 

 
 

2.2 所有権移転の理由 

のべ200回の所有権移転のうち,移転理由を表2-2に示

す。売買によるものが 87.5%と大半を占めるが,競売によ

るものが 4.5%(９件)存在する。また,相続後売却が

7.5%(15 件)存在し,これは売却理由が所有者死去に伴う

ものと推定される。一方,相続後も所有が継続しているも

のは,38 件存在する。 

 

表 2-2 所有権移転理由ごとの所有権者数とその割合 

 

 

2.3 同一人物あるいは同一親族による所有 

所有権名義数 488 件のうち,同一人物あるいは同一親

族が所有していると類推できるものが 43 件存在した。

１件あたりの所有区画数は２～７区画である。所有者名

義数はのべ 108 であり,全体に占める割合は 22%である。

所有権名義(相続人名義を含む),所有権移転の日付,住宅

地図における表札等からの推察,ヒアリングで確認でき

た内容から,その用途として,親族近居,事務所利用と居

住利用,住み替え,テナント所有,会社理由(拡張,名義変

更等),社宅等が推察できた注 9)。詳細は表 2-3 に示す。 

 

 

表 2-3 同一人物,親族所有の推察理由 

 
 

2.4 各住宅の平均所有年数 

図 2-1 に各住宅ごとの平均所有年数を示す。築後経過

年数が長いほど平均所有年数は長く,短いほど平均所有

年数が短い経年傾向はあるが,一律ではない。経過年数を

揃えた比較を次に行う。 

 

 
図 2-1 平均所有年数の住宅比較 

 

2.5 第一世代の所有者の割合の住宅比較 

図 2-2 に第一世代の所有者の割合の変遷を各住宅に比

較したものを示す。築 14～40 年と築年数が異なるため,

経過年数による比較を行った。その結果,すべての住宅で

経年により,第一世代の割合は減少していくものの,その

程度が比較的緩慢な住宅(No.02,No.03,No.04)と急激な

住宅(No.10,No.13,No.06)が確認できた。いずれも商業地

域に 立地 し てお り , 住居 系 地域 に 立地 する 住 宅

(No.09,No.11,No.14,No.15,No.16,No.17)は,この中間的

な動きとなっている。築後 30 年を経過した住宅では,最

大で 68%(No.04),最小で 20%(No.13)となっている。 
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表 2-6 都住創で育った子世代とコーポラティブ 

 
 

3. 管理の状況 

3-1. 管理業務委託の実施状況 

各住宅における管理業務の委託状況を確認した。結果

を表 3-1 に示す。表 3-2 では管理業務を委託する際の実

施項目について示した。管理項目のなかには,建物・設備

管理については,EV や受水槽,消防設備の点検など専門

的なものであり,各住宅とも業者委託し実施している。清

掃業務については,一部委託している住宅もみられた。 

No.18 以前は,自主管理で開始しており,うち２住宅が

全面委託管理に移行している。No.07 は一度委託管理に

移行したものの,金銭面との妥当性から自主管理に再移

行している。なお,水道メーター検針では,建設当初,毎月

担当者が各戸検針に回らなければならず,自主実施の住

宅では負担感の強いものであったが,直結増圧方式への

改修を機に集合検針とした住宅では,負担感が軽減して

いる。 

表 3-2 管理業務の実施項目 

 

 

清掃については,一部業者委託等を行う住宅もありな

がら,15 住宅中９住宅で自主実施を行っている。表 3-3

にヒアリングで聞かれた清掃についてのコメントを示す。

交代制,決まった居住者のボランティア,一斉清掃など

各々の方法が用いられている。高齢になり負担感を表す

コメント,自主管理を尊重する視点からの自主実施にこ

だわるコメントなどがみられた。 

 
表 3-3 清掃についてのコメント 

 
 

3-2. 運営管理状況 

表 3-4 に各住宅における役員体制,総会出席率,親睦会

の有無を示した。住宅の戸数規模に応じて１～６名の役

員をおき,11 住宅中９住宅で輪番制を採用している。輪

番制のメリットとして,所有者全員が管理運営の知識や

住宅の持つ課題を深く理解し,共有できることがあげら

れる。その一方,理事長や会計など,役割が固定されてい

る住宅もあった。また,業務の継続性や専門性の観点から,

輪番制の理事以外に常任で担当がある所有者も存在して

いた。このようなケースでは,建築関係の所有者が営繕担

当等を担っていた。これらの場合は,専門知識が活かされ,

他の所有者の負担が軽減するというメリットがあるが,

表 3-1 各住宅の管理委託の状況 
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表 3-7 建物維持管理項目の実施状況 

 
 

また,No.6～No.8,No.10,No.12 の住宅では,太陽熱温水

器とセントラル給湯の仕組みが採用されている。集合住

宅ならではの共同性を示す当時先端の設備であったが,

その後個別給湯器の発達により,その優位性を欠いたも

のとなった。故障も多く,太陽熱温水器は漏水の原因とも

なり,所有者の多くが不満を抱く設備となった。表 3-8 に

セントラル給湯についてのコメントを示す。 

 

表 3-8 セントラル給湯についてのコメント 

 

 

3-4. 管理費,修繕積立金の状況 

建設当初,管理費と修繕積立金は一般的に分けずに徴

収・運用されていたが,その後,国土交通省がガイドライ

ンを示し,これらを分けて徴収・運用されることが推奨さ

れている。また,前節に示したように,大規模修繕等を機

に財政状況に気づき,値上げの契機となる場合も多い。各

住宅で得られた管理費等に関するコメントを表 3-9 に示

した。No.04,No.07,No.08,No.19 と,値上げを実施する合

意形成ができていることが伺える。 

 

表 3-9 管理費等についてのコメント 

 
 

3-5. コミュニティの状況について 

表 3-10 にヒアリングのなかで聞かれたコミュニティ

の状況について示した。時期により低調になったり活発

になったりコミュニティの状況が変化する様子(No.06),

所有者の高齢化や空き家(No.01),事務所利用を巡るトラ

ブル(No.15)や管理費未納(No.06)などさまざまなトラブ

ルが発生している。これを通して,所有者同士の結束が強

まったなどのコメント(No.15)が得られている。また,新

規所有者にもお裾分けをするなど近隣関係を形成してい

る様子が伺えるが,一方で,そういった近隣関係と管理費

表 3-10 コミュニティについてのコメント 
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営繕担当の所有者の退去により,これまでの経験を喪失

している住宅もあった。また,役員業務を負担できないと

きの対応として,補助役を設定する,徴収金を設定するな

どがみられた。どの住宅においても,所有者相互の状況を

理解した上でやむを得ない手段としての位置づけである。

総会への出席は 80%と比較的高い住宅が多いが,一

部,50%程度や実施していないという住宅もある。総会に

ついてのコメントを表 3-5 に示す。 

総会の実施場所は,建設当初は理事等の住宅で行なっ

ていたが,その後,担当住宅への負担軽減の目的で近隣の

カフェ等で実施する事例(No.14.No.16)もみられる。多く

の所有者が出席できるように日程調整をしている事例も

ある。(No.15,No.16) 管理委託後は出席率が減った事例

(No.14)もある。 

親睦会等の実施は半数程度である。これについてのコ

メントを表 3-6 に示す。新年互礼会,忘年会,歓送迎会等

が実施されている住宅もあれば,最近は実施していない

住宅もある(No.05,No.11,No.14)。自主管理のシンボルと

捉える住宅(No.04)もあれば,参加者が固定化している住

宅もある。(No.06, No.19) 

 
表 3-6 親睦会についてのコメント 

 
 

3-3. 建物維持管理項目の実施状況 

都住創では,同時期に同じ設計事務所が企画・設計して

いるため,同様の設備が採用されていることが多い。経年

により改修が必要となる項目も類似している。そこで,表

3-7 では大規模修繕の実施状況とともに,これらの建物

維持管理項目の実施状況を示した。大規模改修について

は,築 30 年以上の住宅で２回実施している。ただし,大

規模修繕の実施範囲を一部のみに限定して実施した住宅

も多くみられた。また,費用が不足し,各戸按分して徴収

する,所有者から借用するなどの方法が採られた住宅も

見られた。EV については製造終了後 20〜25 年で巻上げ

機の部品の生産終了を迎え,改修を迫られる。中高層 EV

１台につき 600〜1000 万円程度の費用が必要とな

り,No.17 までの住宅でその時期を迎える。EV 改修は多

くの住宅で改修されているが,未実施の住宅もある。 

オートロックについては,No.18 以降建設時に採用され

ているが,それ以前の住宅では,不審者,留守宅盗難など

の発生をきっかけに採用されている。 

 

表 3-4 役員体制,総会出席率,親睦会の有無 

表 3-5 総会についてのコメント 
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加するなど,建設当初から地域社会とのつながりから生

まれたものであることは,コーポラティブ住宅の特徴の

一側面といえるが,さらに,建設当初は近隣の反対にあっ

た都住創においても,現在は居住者の一人が町会長を務

めるなど,経年の中で地域社会に馴染んでいく様子もう

かがえた。「都市に住む」という設計者らが掲げた当初の

理念が叶ったものといえる。 

 

4-3. 管理運営状況 

管理運営状況については,当初より委託管理を採用し

ていた No19,No.20 を除く 15 住宅中,全面委託に移行し

ているものは,わずかに２住宅だけであった。No.7 にお

いては,委託管理に一度は移行したものの,負担業務と委

託料のバランスから,再び自主管理に戻っていた。その理

由として,建設当初に比べて業務量が軽減されたこと,業

務に慣れていること,自主管理に一定の意義を感じてい

ることが挙げられる。役員については,輪番制を採用し,

すべての所有者が担当する住宅が多くみられた。 

多くの住宅で２回程度,大規模修繕が実施されている

が,費用が不足し,追加徴収や所有者からの借入で賄った

住宅も複数存在した.その結果,修繕積立金の必要性を認

識し,４住宅で修繕積立金の値上げを実施した。 

 

4-4.  新規居住者への面接と居住者選定,次世代の育成 

コーポラティブ住宅の特徴として,新規居住者への面

接が挙げられるが,所有権移転決定前に面接を行ってい

るのは２住宅,決定後に行うものは２住宅にとどまって

いた。競売や相続等で所有者以外が所有権移転を行った

場合は遵守されにくく,形骸化していたものも２住宅あ

った。一方,不適切な居住希望者については,有志で出資

し住戸を買い取るという実行手段をとる住宅もあった。 

新規所有者のなかでは,自主管理だから,コミュニティ

を求めて入居している存在も確認できた。その結果,第一

世代所有者の割合が比較的高い住宅(No.1,No.4,No.14)

で,高齢化を理由に委託管理への移行を検討する声が聞

かれたのに対し,No.6 は,かつては心配していたものの,

託せる次世代が見えてきたので安心する声が聞かれた。

したがって,第一世代の減少は必ずしも住宅の管理にお

いてマイナスではない。一方,第一世代所有者の割合が高

い住宅のなかには,高齢単身世帯化が進行し,次世代の管

理への積極的な参加を促す力が乏しくなっている住宅が

あり,これまで保ってきた高度な管理運営が困難になる

恐れがある。 

第一世代は,コーディネーターが居住者選定を行った

形跡が伺えたが,管理組合が運営後も,次の管理を担う世

代を意識して,売買時に居住者を斡旋する住宅も存在し

た。一人の区分所有者という立場を超えて,管理組合を人

的にマネジメントするものであり,高い共同性をもつ行

動といえる。新規所有者は,都住創の理念を理解して入居

している者もいれば,居住後の管理組合総会や一斉清掃

等の機会に他の所有者からの示唆を受け,理解していく

者もいる。理念を理解した新規所有者は,管理組合役員の

輪番制に従い,管理運営の意思決定へ参加していくなか

で,主体性が育まれていた。 

お裾分けや懇親会等の実施は,一部の住宅に限られて

いたが,実施していない住宅においても,新規所有者の主

体性が確認できた。自らの資産にも関わる意思決定局面

では,表面的な近隣関係ではなく,より高度な管理運営に

ついての理解と相互調整が求められる。これらは,顔が見

える程度の小規模な集団で,新規居住者でも十分に影響

力をもつ規模のもと,管理運営の過程を共有することで

育まれてきたと考えられる。 

 

4-5.  高い共同性を維持継承する方策 

コーポラティブ住宅ならではの特徴として,第一世代

が高い共同性を有する意義ついて,十分に理解し,互いに

共有し,次世代への継承もその使命として認識している

ことが挙げられる。その中で,住宅によっては人的なマネ

ジメントまで介入しつつ,新規居住者に対しては輪番制

で担う高度な意思決定の機会を通して,その理念を伝え

ていた。入居者面接はもちろん重要な機会ではあるが,面

接に先立つ人材のリクルートや居住後の教育という途切

れ目がなく本質的な対応が,高い共同性を維持継承する

方策であると考えられる。ただし, 対象住宅群が区分所

有であり, 入居者面接に法的拘束力がないことが,入居

者面接の形骸化にどのような影響を及ぼしたかについて

は,さらなる研究蓄積が必要である。 

 

＜謝辞＞ 

研究の遂行にあたっては,都住創所有者,関係者のみなさま

から,居住者の紹介およびインタビューなどにご協力いただき

ました。ここに感謝の意を表します。  

 

＜注＞ 

1)参考文献 1) ,p36 参照 

2)参考文献 2) 参照 

3)参考文献 3)～4) 参照 

4)参考文献 5)～11) 参照 

5)参考文献 12) 参照 

6)参考文献 13)14)) 参照 

7)この推察にあたっては,住宅地図情報が個人名の場合は,姓

が一致しているものについて,「一致している」と判断した。

また,会社名表記の場合については次のように判断した。

住宅地図情報は主に表札をもとに記載されており,会社名

と個人名が併記されている住戸も多い。経年でみると,個

人名→会社名+個人名,あるいは会社名+個人名→会社名と
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値上げ等の管理運営の議論は異なるというコメント

(No.07)も得られた。 

 
3-6. 新規所有者への面接実施と理念継承 

各住宅で世代交代が進む中,新規所有者へ都住創の理

念をどのように継承していくのかが課題となっている。

表 3-11 に各住宅における新規所有者に対する面接の実

施状況と理念継承に関するコメントを示した。面接につ

いては,10 住宅中,新規居住者決定前に実施しているの

は２住宅,決定後に実施しているのは３住宅,残りは実施

していない。賃貸居住者あるいはテナントに対して実施

している住宅も存在する。No.01 では,共同性に欠けると

判断した購入希望者に対し,所有者が共同で一旦購入し

て売却を阻止している。No.07 では,必ず面接を実施し,

これまでに拒否したこともある。ただ,共同性の有無につ

いて面接だけで見極めることは難しいともコメントして

いる。実施していたが,相続や競売等で一度うやむやにな

った後は実施していない(No.14)など,現所有者にのみ理

解されている紳士協定となり,継続の難しさを語ってい

る。しかし,実施していなくても居住後に総会や清掃等の

機会を通じて(No.8),理念等を伝える努力が行われてい

ることがわかる。No.02 では,１階に位置する店舗の情報

発信に惹かれた親和性の高い新規所有者が入居している。 

また,ヒアリング中に示した次世代についてのコメン

トを表 3-12 に示した。No.04,No.06 では,「コミュニテ

ィを求めて」「自主管理なので」「建物に対する愛着がち

がうから」とコーポラティブ住宅あるいは都住創に魅力

を感じて入居した新規所有者が存在している。No.12 で

居住していた子どもが成長し,No.06 の次世代として入

居していることが判明している。高齢化が進行している

No.01,No.04,No.14 では,委託管理への移行を検討して

いるが,有望な新規所有者が確保できた No.06 では,自主

管理を維持できる見通しを持っている。 

 
表 3-12 管理方式と次世代についてのコメント 

 

 

4. 結論 

本研究では,一連のシリーズとして同一地域・同年代・

同規模で建設された他の「都住創」における運営過程を

明らかにするために,所有者および利用者の変遷および

管理運営状況を明らかにし,相互比較を行った。 

 

4-1. 減少する第一世代,複数住戸所有 

所有者および利用者の変遷においては,すべての住宅

で経年に連れて,第一世代の割合は減少していくものの,

その程度が比較的緩慢な住宅と一方で,急激な住宅が確

認できた。築後 20～25 年前後に,急激に所有権移転がす

すみ,第一世代は減少していくものの,No.10 を除く他の

住宅は,所有者利用を中心として住宅および事業所とし

て利用されていた。所有権移転の理由は,売買が大半であ

るが,競売も見受けられた。バブル経済の影響は少なくな

く,当初形成されていたコミュニティが変質した様子が

うかがえた。同一人物,親族による複数住戸所有が多く,

登記簿等から判別できるだけでも,のべ所有者数のうち

1/4 弱を占めていることがわかった。建設時および建設

後も居住者募集において,口コミが大きな役割を担って

いることに起因し,居住者コミュニティが醸成されてい

るコーポラティブ住宅の特徴ともいえる。 

 

4-2. 地域社会から生まれ地域社会へ還る 

都心回帰が進む社会背景のなかで,都住創で育った子

ども世代が再び都住創や同地域のコーポラティブ住宅に

近居している様子が確認できた。建設当時の都住創で,子

育ての共同実践等も行われており,これが現在の地域社

会の資産へと継承されている。地主がプロジェクトに参

表 3-11 新規所有者への面接実施と理念継承 
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加するなど,建設当初から地域社会とのつながりから生

まれたものであることは,コーポラティブ住宅の特徴の

一側面といえるが,さらに,建設当初は近隣の反対にあっ

た都住創においても,現在は居住者の一人が町会長を務

めるなど,経年の中で地域社会に馴染んでいく様子もう

かがえた。「都市に住む」という設計者らが掲げた当初の

理念が叶ったものといえる。 

 

4-3. 管理運営状況 

管理運営状況については,当初より委託管理を採用し

ていた No19,No.20 を除く 15 住宅中,全面委託に移行し

ているものは,わずかに２住宅だけであった。No.7 にお

いては,委託管理に一度は移行したものの,負担業務と委

託料のバランスから,再び自主管理に戻っていた。その理

由として,建設当初に比べて業務量が軽減されたこと,業

務に慣れていること,自主管理に一定の意義を感じてい

ることが挙げられる。役員については,輪番制を採用し,

すべての所有者が担当する住宅が多くみられた。 

多くの住宅で２回程度,大規模修繕が実施されている

が,費用が不足し,追加徴収や所有者からの借入で賄った

住宅も複数存在した.その結果,修繕積立金の必要性を認

識し,４住宅で修繕積立金の値上げを実施した。 

 

4-4.  新規居住者への面接と居住者選定,次世代の育成 

コーポラティブ住宅の特徴として,新規居住者への面

接が挙げられるが,所有権移転決定前に面接を行ってい

るのは２住宅,決定後に行うものは２住宅にとどまって

いた。競売や相続等で所有者以外が所有権移転を行った

場合は遵守されにくく,形骸化していたものも２住宅あ

った。一方,不適切な居住希望者については,有志で出資

し住戸を買い取るという実行手段をとる住宅もあった。 

新規所有者のなかでは,自主管理だから,コミュニティ

を求めて入居している存在も確認できた。その結果,第一

世代所有者の割合が比較的高い住宅(No.1,No.4,No.14)

で,高齢化を理由に委託管理への移行を検討する声が聞

かれたのに対し,No.6 は,かつては心配していたものの,

託せる次世代が見えてきたので安心する声が聞かれた。

したがって,第一世代の減少は必ずしも住宅の管理にお

いてマイナスではない。一方,第一世代所有者の割合が高

い住宅のなかには,高齢単身世帯化が進行し,次世代の管

理への積極的な参加を促す力が乏しくなっている住宅が

あり,これまで保ってきた高度な管理運営が困難になる

恐れがある。 

第一世代は,コーディネーターが居住者選定を行った

形跡が伺えたが,管理組合が運営後も,次の管理を担う世

代を意識して,売買時に居住者を斡旋する住宅も存在し

た。一人の区分所有者という立場を超えて,管理組合を人

的にマネジメントするものであり,高い共同性をもつ行

動といえる。新規所有者は,都住創の理念を理解して入居

している者もいれば,居住後の管理組合総会や一斉清掃

等の機会に他の所有者からの示唆を受け,理解していく

者もいる。理念を理解した新規所有者は,管理組合役員の

輪番制に従い,管理運営の意思決定へ参加していくなか

で,主体性が育まれていた。 

お裾分けや懇親会等の実施は,一部の住宅に限られて

いたが,実施していない住宅においても,新規所有者の主

体性が確認できた。自らの資産にも関わる意思決定局面

では,表面的な近隣関係ではなく,より高度な管理運営に

ついての理解と相互調整が求められる。これらは,顔が見

える程度の小規模な集団で,新規居住者でも十分に影響

力をもつ規模のもと,管理運営の過程を共有することで

育まれてきたと考えられる。 

 

4-5.  高い共同性を維持継承する方策 

コーポラティブ住宅ならではの特徴として,第一世代

が高い共同性を有する意義ついて,十分に理解し,互いに

共有し,次世代への継承もその使命として認識している

ことが挙げられる。その中で,住宅によっては人的なマネ

ジメントまで介入しつつ,新規居住者に対しては輪番制

で担う高度な意思決定の機会を通して,その理念を伝え

ていた。入居者面接はもちろん重要な機会ではあるが,面

接に先立つ人材のリクルートや居住後の教育という途切

れ目がなく本質的な対応が,高い共同性を維持継承する

方策であると考えられる。ただし, 対象住宅群が区分所

有であり, 入居者面接に法的拘束力がないことが,入居

者面接の形骸化にどのような影響を及ぼしたかについて

は,さらなる研究蓄積が必要である。 

 

＜謝辞＞ 

研究の遂行にあたっては,都住創所有者,関係者のみなさま

から,居住者の紹介およびインタビューなどにご協力いただき

ました。ここに感謝の意を表します。  

 

＜注＞ 

1)参考文献 1) ,p36 参照 

2)参考文献 2) 参照 

3)参考文献 3)～4) 参照 

4)参考文献 5)～11) 参照 

5)参考文献 12) 参照 

6)参考文献 13)14)) 参照 

7)この推察にあたっては,住宅地図情報が個人名の場合は,姓

が一致しているものについて,「一致している」と判断した。

また,会社名表記の場合については次のように判断した。

住宅地図情報は主に表札をもとに記載されており,会社名

と個人名が併記されている住戸も多い。経年でみると,個

人名→会社名+個人名,あるいは会社名+個人名→会社名と
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値上げ等の管理運営の議論は異なるというコメント

(No.07)も得られた。 

 
3-6. 新規所有者への面接実施と理念継承 

各住宅で世代交代が進む中,新規所有者へ都住創の理

念をどのように継承していくのかが課題となっている。

表 3-11 に各住宅における新規所有者に対する面接の実

施状況と理念継承に関するコメントを示した。面接につ

いては,10 住宅中,新規居住者決定前に実施しているの

は２住宅,決定後に実施しているのは３住宅,残りは実施

していない。賃貸居住者あるいはテナントに対して実施

している住宅も存在する。No.01 では,共同性に欠けると

判断した購入希望者に対し,所有者が共同で一旦購入し

て売却を阻止している。No.07 では,必ず面接を実施し,

これまでに拒否したこともある。ただ,共同性の有無につ

いて面接だけで見極めることは難しいともコメントして

いる。実施していたが,相続や競売等で一度うやむやにな

った後は実施していない(No.14)など,現所有者にのみ理

解されている紳士協定となり,継続の難しさを語ってい

る。しかし,実施していなくても居住後に総会や清掃等の

機会を通じて(No.8),理念等を伝える努力が行われてい

ることがわかる。No.02 では,１階に位置する店舗の情報

発信に惹かれた親和性の高い新規所有者が入居している。 

また,ヒアリング中に示した次世代についてのコメン

トを表 3-12 に示した。No.04,No.06 では,「コミュニテ

ィを求めて」「自主管理なので」「建物に対する愛着がち

がうから」とコーポラティブ住宅あるいは都住創に魅力

を感じて入居した新規所有者が存在している。No.12 で

居住していた子どもが成長し,No.06 の次世代として入

居していることが判明している。高齢化が進行している

No.01,No.04,No.14 では,委託管理への移行を検討して

いるが,有望な新規所有者が確保できた No.06 では,自主

管理を維持できる見通しを持っている。 

 
表 3-12 管理方式と次世代についてのコメント 

 

 

4. 結論 

本研究では,一連のシリーズとして同一地域・同年代・

同規模で建設された他の「都住創」における運営過程を

明らかにするために,所有者および利用者の変遷および

管理運営状況を明らかにし,相互比較を行った。 

 

4-1. 減少する第一世代,複数住戸所有 

所有者および利用者の変遷においては,すべての住宅

で経年に連れて,第一世代の割合は減少していくものの,

その程度が比較的緩慢な住宅と一方で,急激な住宅が確

認できた。築後 20～25 年前後に,急激に所有権移転がす

すみ,第一世代は減少していくものの,No.10 を除く他の

住宅は,所有者利用を中心として住宅および事業所とし

て利用されていた。所有権移転の理由は,売買が大半であ

るが,競売も見受けられた。バブル経済の影響は少なくな

く,当初形成されていたコミュニティが変質した様子が

うかがえた。同一人物,親族による複数住戸所有が多く,

登記簿等から判別できるだけでも,のべ所有者数のうち

1/4 弱を占めていることがわかった。建設時および建設

後も居住者募集において,口コミが大きな役割を担って

いることに起因し,居住者コミュニティが醸成されてい

るコーポラティブ住宅の特徴ともいえる。 

 

4-2. 地域社会から生まれ地域社会へ還る 

都心回帰が進む社会背景のなかで,都住創で育った子

ども世代が再び都住創や同地域のコーポラティブ住宅に

近居している様子が確認できた。建設当時の都住創で,子

育ての共同実践等も行われており,これが現在の地域社

会の資産へと継承されている。地主がプロジェクトに参

表 3-11 新規所有者への面接実施と理念継承 
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いった変化が確認できる。このため,一年だけでみると会

社名だけでは,所有者利用かどうかを判断できない場合も,

経年でみれば,所有者名と関連する利用者であることが推

察できる。また,会社名をインターネットで検索し,役員等

に所有者名と一致する氏名が確認できれば関連ありと推

察している。複数の会社が一住戸を利用している場合も,

そのうちのひとつに所有者との関係が確認できれば「関連

あり」と判断した。また,住宅地図情報で名称が確認できな

い住戸つまり,表札を確認できない住戸は,「空室」もしく

は「隣等との二戸一で利用している」,あるいは「表札を挙

げていない」の３種類が考えられる。前後の利用者,所有者

および平面図にて間取りを確認しながら,それぞれの住戸

について判断した。なお,No.04 の 1995 年および,No.15 の

1991～2000 年の上層階の住宅地図情報は欠落している。上

記方法を用いたが,所有者と親類縁者等でありながら姓の

異なる利用者の場合および所有者と関連のある会社であ

るが,関係が名称,インターネット情報等から推察できな

い場合は,抜け落ちている可能性がある。 

8) 贈与・相続・遺贈による所有権移転において,配偶者ある

いは子世代への移転が想定される。居住が継続される場合

は配偶者への移転と推察される。一方,移転後まもなく売

買による所有権移転が行われる場合は,子世代への所有権

移転と推察された。子世代が所有権移転後,居住を継続す

る事例も存在する少数であり,氏名のみでこれを判別する

ことは不可能である。したがって,本稿では所有権移転の

分析に含めていない。 

9)「ヘキサ関連」としたものは,株式会社ヘキサ,株式会社都

住創企画,株式会社都住創センターおよびその取締役ある

いはその親族名義のものである。 

10)No.1 は登記上 17 区画であるが,経年の中で分割して 1 戸

を２戸に分けて利用しているため,18 区画にて算出した。 

11) No.19 は,登記上 50 区画であるが,駐車場 1 区画を除く 49

区画にて算出した。 
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